
・アンケート実施期間
平成２８年１０月２４日～平成２８年１１月１５日

・アンケート実施方法
郵送調査

・アンケート対象および回収数・回収率

地域金融機関アンケート調査概要 資料１－３

発送数 回収数 回収率

全体 523 310 59.3%

地方銀行 105 50 93.9%

信用金庫 265 170 64.2%

信用組合 153 90 58.8%

47.6%



地域金融機関アンケート調査結果①

【問2】取引先企業のリスクマネジメントの実施状況の把握に関する認識

・取引先企業のリスクマネジメントの把握について、「貸出金額が一定以上の規模の企
業」に対して行うことが望ましいと最も多くの金融機関が回答していることから、自然
災害リスクが自社の与信管理に影響があるとの認識を有していると思われる。
・取引先とのリスクコミュニケーションについては、受動的なものも含め９割近い金融
機関において実施すべきと回答している。

【問4】取引先企業のリスクマネジメントの実施に関するコミュニケーションに関する認識
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回答 社数 比率

積極的に関与すべきと考えている 114 36.8%
取引先からの要請があれば関与すべきである 155 50.0%
取引先の自主性に任せるべきである 20 6.5%
その他・無回答 21 6.7%



地域金融機関アンケート調査結果②

【問1】取引先企業の事業に影響が生じる自然災害の把握

【問3】取引先企業のリスクマネジメントの実施状況の把握

【問7】取引先企業のリスクマネジメントの実施状況の把握

・取引先企業のリスクマネジメントの実施状況の把握に関する組織的対応、リスクマネ
ジメント推進のための人的支援・人材育成を行っている金融機関は少ない。

回答 社数 比率

全社方針として把握を推進し、把握した情報を集約する仕組みも出来ている 63 20.3%
全社方針として把握を推進しているが、実施は、各部署に任せている 94 30.3%
特に方針はなく、担当者に任せている 97 31.3%
その他・無回答 52 18.1%

回答 社数 比率

全社方針として把握を推進し、把握した情報を集約する仕組みも出来ている 32 11.1%
全社方針として把握を推進しているが、実施は、各部署に任せている 92 31.8%
特に方針はなく、担当者に任せている 129 44.6%
その他・無回答 36 12.4%

回答 社数 比率

本店・本部等の専門部署からの人的支援 21 6.8%
支援ツールや情報提供の充実 96 31.0%
リスクマネジメント推進に向けた研修や行内人材育成プログラムの充実 13 4.2%
取引先企業へのリスクマネジメント提案や導入実績の人事考課・業績評価への反映 6 1.9%
他業種や専門家との連携などの外部リソースの活用体制の構築 53 17.1%
その他・無回答 172 55.4%



地域金融機関アンケート調査結果③

【問5】取引先に対応を促しているリスクマネジメント手法

・自然災害に対するリスクマネジメントの推進のために、取引先企業に対応を促してい
る施策は、リスクコントロールにかかる取組が中心であり、金融機関の特性を生かした
ファイナンスの提案を含め、総合的な災害へのリスク耐性強化を提案する体制は整って
いないと思われる。
・リスクファイナンスのうち、保険等の提供可否は金融機関の規模に依拠しない結果が
表れている。

【問6】自社及び提携機関から取引先企業へ提供可能なリスクファイナンス手法
（問5で「リスクファイナンスの活用」を選択した場合のみ。N=54）
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回答 地方銀行 信用金庫 信用組合 計
設備等の復旧を目的とした損害保険・共済 64.7% 68.0% 50.0% 63.0%
事業中断等による逸失利益を補う損害保険・共済 58.8% 52.0% 25.0% 48.1%
災害デリバティブ 23.5% 12.0% 0.0% 13.0%
災害時特約付融資 5.9% 40.0% 41.7% 29.6%
その他・無回答 29.4% 16.0% 8.3% 18.6%



地域金融機関アンケート調査結果④

・取引先に対する支援の仕組みとして、支援ツール等の充実や外部リソースの活用体制
の構築があげられているが、金融機関の規模が小さくなるほど、その対応は困難になる
傾向がみてとれる。

○ 【問7】取引先の自然災害のリスクマネジメント推進のための対応

（内訳）
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回答 地方銀行 信用金庫 信用組合 計
本店・本部等の専門部署からの人的支援 6.0% 8.8% 3.3% 6.8%
支援ツールや情報提供の充実 44.0% 33.5% 18.9% 31.0%
リスクマネジメント推進に向けた研修や行内人材育成プログラムの充実 6.0% 2.9% 5.6% 4.2%
取引先企業へのリスクマネジメント提案や導入実績の人事考課・業績評価への反映 2.0% 2.4% 1.1% 1.9%
他業種や専門家との連携などの外部リソースの活用体制の構築 38.0% 17.1% 5.6% 17.1%
その他・無回答 34.0% 53.6% 71.1% 55.4%



地域金融機関アンケート調査結果⑤

【問9】取引先に対応を促しているリスクマネジメント手法の活用ニーズ

・金融機関は、自然災害に対するリスクマネジメント手法に関し、耐震補強促進のため
の低利融資や保険ニーズは高まりつつあると認識している。
・また「わからない」との回答が半数前後を占めている。

回答
活用ニーズは

高い
活用ニーズは
高まりつつある

活用ニーズは
高くない

わからない
無回答

BCP策定支援のための低利融資 2.3% 11.3% 39.2% 47.2%
耐震補強推進のための低利融資 6.8% 30.9% 26.7% 35.7%
事業拠点の移転や分散化のための低利融資 2.6% 16.7% 34.7% 45.9%
設備等の復旧を目的とした損害保険・共済 7.4% 25.1% 14.1% 53.4%
事業中断等による逸失利益を補う損害保険・共済 4.5% 25.7% 14.5% 55.3%
災害デリバティブ 1.0% 7.4% 23.5% 68.1%
災害時特約付融資 3.2% 12.9% 25.7% 58.2%
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